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販売管理論の新展 開

一一営業研究への適用一一*

細井謙

我国企業の営業活動に対する研究者の関心が高まりつつある。しかし、

翻って、営業とは何かと考えたとき この聞いに対する明確な合意は形成

されていない。営業活動という用語は，企業におけるいわゆる営業部門と

呼ばれる部門の活動を漠然、と総称するものとして用いられることが多い

が，その用語法は研究者のその時々の関心にしたがって様々である。もち

ろん，営業活動と呼ばれる活動は極めて多様であって，営業とは何かとい

う聞いに明確な答えを見出すことは難しい。また，本稿の目的も，営業と

いう用語になんらかの定義を与えることにはない。ただ，少なくとも，販

売活動が営業活動の欠くべからざる一部であるということだけは間違いな

い。営業活動と呼ばれる活動には，実に多様な活動が含まれるが，そのす

べてが最終的には商品の脹売を目的とした活動であることは確かである。

この販売活動を研究しつづけてきた研究分野に販売管理論がある。営業

活動を研究する上でも，販売管理論の研究成果が大いに役立つであろうこ

とが期待される。しかし，この点に関しては，残念ながら，販売管理論の

研究成果を営業活動に適用し，なんらかの研究成果をあげたと L、う事例は，

きわめて少ない。営業活動がその実体として販売活動を必ず含むものであ
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るにも関らず，営業研究に販売管理論の研究成果が適用されないという事

実は，販売管理論が我が園の営業活動を研究する上て守有用なものとみなさ

れていないということの傍証であると考えら'れる。

とはいっても，この批判を無批判に受け入れ，ほぼ1世紀わたる研究蓄

積を，安易に捨ててしまうことが許されるものではないであろう。我々が

まずおこなうべき作業は，販売管理論の再検討だと考えるべきであろう。

販売管理論とはそもそも何であったのか，なぜ営業研究に馴染まないのか，

何らかの修正を加えれば営業研究に適用することができるようになるので

はないか。こうした問題を検討した上でなければ，販売管理論を捨てるこ

とは，許されないことであろう。

こうした問題意識に立ち，本稿では，販売管理論の営業研究への適用の

可能性を検討することとする。結論を先取りしていえば，販売管理論は相

互作用問題と間接管理問題というこつの基本問題の解明を使命とするとい

う基本的性格を持つものであるが(細井 1995 b)，この基本的性格自体

は，脹売管理論の営業研究への適用を，なんら妨げるものではない。問題

は，販売管理論のほぼ1世紀にわたる歴史の中で，これら二つの基本問題

(1) ここで本稿の目的が，営業とL、う用語を定義することにないと言っても，議論

を明確にするために，漸定的な定義を与えておく必要があろう。

営業という用語は，一般的には，営利を目的とした活動の総称として用いられ

るが，販売とほぼ同義に用いられることもある。例えば，営業部，営業担当者な

どという用語は，販売部，販売担当者とほぼ同義である。本稿においても，営業

とL、う用語は販売とほぼ同義に用いられる。

但し，この二つの用語は，類似しているとはいえ，異なる実体をさすがゆえに

異なっていると考えられる。厳密に言えば，販売と営業は同義ではなL、。従って，

本稿では，営業を，販売に類似した活動ないし販売に関連する活動として漸定的

に定義しておく。

さいわいにして，販売には明確な定義があり，研究蓄積も豊富である。販売と

は，流通における価値実現，あるいは，かかる価値実現の源動力としての売手に

よる買手の説得と定義される。

本稿は，このように定義される販売と営業活動の事例を紹介した先駆的研究と

の異同を確認することによって，漸定的な定義をこえて，明確な定義に至る一つ

の道標となることを意図するものである。
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に対する考え方が固定化してしまっている点にある。

本稿の課題はこのことを確認することにある。そのため，本稿では，ま

ず第 1節で，販売管理論の二つの基本問題が存在すること自体は，販売管

理論の営業研究への適用を妨げていないということを確認する。そのあと，

第2節と第3節とで，二つの基本問題それぞれについて，販売管理論にお

ける基本的な考え方と現実の営業活動との異同を確認する。続いて第4節

において，二つの基本問題の聞の関係について，販売管理論の基本的な考

え方と現実の営業活動との異同を確認する。こうした作業を通じて，販売

管理論と現実の営業活動との異同を考察し，販売管理論を営業研究に適用

する途を試論的に考察することが，本稿の目的である。

第 1節販売管理論のニつの基本問題の存在と営業研究

販売管理論には，相互作用問題と間接管理問題という二つの基本問題が

存在する(細井 1995 b)。販売管理論は企業の販売部門の管理論として

成立するのであるが，経営管理論，労務論では扱い得ない問題が存在して

いたことが，販売に固有の管理論として販売管理論が成立する根拠となっ

たのである。

その問題の第 1は，間接管理問題と呼ばれるものである。販売活動は，

時間的にも空間的にも，販売管理者と離れたところで行われることが多く，

販売管理者による直接的な指揮・監督は困難である。従って，間接的に販

売員を管理する方法を考えなければならない。

第2の問題は，相互作用問題と呼ばれる。この問題は，一言で言えば，

販売相互作用のメカニズムの解明である。販売員の間接的な管理が重要だ

といっても，有効な管理をおこなうためには，販売員と顧客との相互作用

(2) 販売管理論成立の経緯や，販売管理論のマーケティング管理論への歴史的発展

過程に関しては，たとえば山本(1958).橋本(1983).Bartels (1988)を，ま

た，販売管理論の基本問題に関しては細井(I995b)を参照。
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のメカニズムが解明され，販売員がどのように行動すべきかが明らかにさ

れなければならない。

販売管理論は，この二つの問題を固有の問題とし，その解明を使命とす

る。この二つの基本問題の存在が，販売管理論の存立根拠となっている。

従って，販売管理論が営業研究に馴染まないと L、う批判に直面したとき，

我々が第 1に検討すべきは，この二つの基本問題の解明を使命とするとい

う販売管理論の基本的性格であろう。

しかしこの二つの基本問題の存在自体が，販売管理論の営業研究への

適用を妨げるものであるとは考えにくい。

まず，間接管理問題に関しては，以下のような理由から，この問題の存

在が販売管理論の営業研究への適用を妨げているとは考えにくい。第 1に，

販売活動にせよ営業活動』こせよ，管理者とは時間的，空間的に離れたとこ

ろで行われるということにかわりはない。当然，営業管理においても，営

業活動を間接的に管理する方法を考えることが重要になるはずである。第

2に，もちろん，営業要員に管理者が同行することで，直接的な指揮，監

督をおこなうことも考えられるが，顧客の面前で営業要員に指図すること

は，場合によっては，営業要員に対する顧客からの信頼を失わせる可能性

を伴う行為であり，実際には，困難であると思われる。ここでもやはり，

営業要員を間接的に管理する方法を考えることが重要になるはずである。

第3に，最近のサテライト・オフィスなどの問題に関連して，経営管理論，

労務論等においても，従業員の間接的な管理の問題が取り上げられる機会

が多くなってきていることから，間接管理問題は，もはや販売管理論に固

有の問題ではなくなりつつあるという批判もありうるであろう。しかし，

たとえそうであるとしても，間接管理問題が他の研究分野でも取り上げら

れているからといって，そのことが販売管理論を営業研究に適用すること

の妨げになっているとは考えられない。このような理由から，販売管理論

の基本問題として間接管理問題とLづ問題が存在することは，販売管理論

の営業研究への適用を妨げるものであるとは考えにくい。
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次に，相互作用問題に関しても，この問題が存在することが，販売管理

論の営業研究への適用を妨げているとは考えにくい。販売にせよ，営業に

せよ，あらゆるマーケテイング活動は，市場と L、う制度体としての企業の

外部で行われる活動である以上，純粋な管理問題としてのみ論じうる性格

のものではない。管理意思決定の結果としての働きかけの対象である市場

は，必ずしも管理意思決定のとおりの反応を示すものとは限らなL、。売手

側も買い手や競争者の行動から影響を受ける。マーケティング活動は，企

業が市場に働きかける側面と，逆に企業側が環境によって影響を受ける側

面とをもち，環境との相互作用としての性格をもっ。従って，マーケテイ

ング論においては，管理問題とは別個に，市場における相互作用の性質の

解明という問題が存在する:この事は，販売であろうと営業であろうと同

様なのであって，販売管理論が相互作用問題を基本問題とするからといっ

て，販売管理論の研究成果を営業研究に適用することを妨げる原因になっ

ているとは考えにくい。

このように，販売管理論の二つの基本問題の存在それ自体は，服売管理

論の研究成果を営業研究に適用する際の妨げになっているとは考えにくい。

もちろん，ありうべき批判として，営業活動の中に，脹売管理論の二つ

の基本問題とは異なる第3の問題が存在する可能性を指摘することができ

る。しかし，たとえ第3の問題が存在したとしても，二つの基本問題が営

業活動において存在する以上，この二つの基本問題を解くために販売管理

(3) この問題に関しては，多くの論者が取り上げている問題であるが，代表的なも

のとして，森下(1967)のマーケテイング管理とマーケティング作業の区別があ

げられる。森下(1967)は，マーケティング管理とマーケティング作業を混同し

て7 ーケティングを企業内部の意思決定の問題に解消しようとするマネジリアル

・マーケティング論の性格を鋭く批判した。田村 (1971)は，さらに進んで，森

下(1967)が批判したマネジリアル・マーケティング論の対極にある素朴な環境

決定論をも批判し，マーケティングを主体的要因と環境的要因の交錯としてとら

えるべきことを主張した。また，最近では，これら二つの問題の同時解決の重要

性を説くユニークな概念として，嶋口 0986.1994)の効果的効率主義という概

念がある。
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論がこれまで蓄積してきた研究成果を適用することを妨げるものではない

であろう。もし，脹売管理論が営業研究に馴染まないとする批判が，単に

販売管理論が取り上げていない第3の問題の存在を指摘するに留まるもの

であれば，我々は，販売管理論の研究成果を捨て去る必要など全くないは

ずである。販売管理論の第3の基本問題として，新たな問題を付け加えれ

ば事足りる。第3の問題は第3の問題として，現実の営業活動に間接管理

問題や相互作用問題に該当する問題があれば，それを研究する場合には販

売管理論の研究成果を適用することができるはずである。新たな問題領域

の存在は，既存の問題領域に関する研究成果を捨て去ることの根拠にはな

らないであろう。

さて，このように，二つの基本問題の存在自体に問題が無いとすれば，

次に我々が検討すべき点は，この二つの問題の取り上げ方である。ここで

節を改めて，相互作用問題，間接管理問題それぞれについて，販売管理論

における基本的な考え方と，最近の研究で明らかになりつつある営業活動

との実態とを比較，検討することとしよう。

第 2節相互作用の多様性

第 1項販売管理論における相互作用問題

JJ&売管理論における相互作用は，言うまでもなく販売である。 販売管理

論において，販売とは商談における顧客の説得を意味する。ここで説得と

いうのは，当然のことながら，顧客にたいして不必要な商品の購買を迫る

という意味ではなし、。販売管理論で言う説得とは，基本的には顧客への情

報伝達である。ここで情報伝達にあえて説得と L寸用語をあてるのは，顧

客の欲求が潜在的である場合には，情報伝達は潜在的欲求の充足方法の教

(4) 販売管理論において，販売がL、かなるものであると考えられてきたかに関して

は細井(1994)参照。また，相互作用問題をめぐる研究の展開に関しては細井(1995

b)，具体的な研究成果に関しては，細井 (1992a， b ，1994， 1995a) を参照
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授というかたちをとる必要があること，また，特定の欲求を同様にみたし

うる製品が多数存在する場合は，情報伝達は競合する製品群の中から自社

製品の選択・購入を促すための差別化の手段となる必要があること，この

2点からである。

つまり，販売管理論で言う説得とは，販売員から顧客への情報伝達によ

って，取引対象となっている製品ないしサービスに対する顧客の態度を好

意的なものに変容させることをさしている。販売管理論における相互作用

問題とは，このような意味での説得のメカニズムを解明し，あるべき販売

員行動を明らかにすることである。

第2項営業活動における相互作用

前項で，我々は，腹売管理論における相互作用問題とは，商談における

説得メカエズムの解明であるということを確認した。しかし，最近の研究

によれば，現実の営業活動における売手買手の相互作用は，説得という用

語ではとらえきれない多様なものであることが明らかになりつつある。

(CV s向け営業(小川 1995)) 

小)11(1995)は，大手食品メーカーのコンビニエンス・ストア(以下C

v S)向け営業の役割を研究した。小川(1995)によれば， cvs向け営

業は，一般には，以下のようなものとしてとらえられていると L寸。 cv
S向け営業の大きな特徴は，本部商談にある。 cvs向け営業は，商談が

本部で行われるために，個々のフランチャイズ加盟底に対する庖舗まわり

がない。また，価格交渉の頻度が少ない。商品取扱の可否や期聞が，実績

としての売れ行きの数字によって決まる，といった特徴がある。このよう

な状況では，売り手企業のcvsとの交渉の余地は，製品開発段階にのみ

あることになる。しかし，製品開発の問題は製品開担当発者と直接話しあ

う方がよいということになる。従って， cvs向け営業は不要になる。こ

れが「営業不要説」といわれるものの骨子であり，一般にcvs向け営業
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はこのようにとらえられている。

小川(1995)の研究の意義は，このように一般には不要と考えられてい

るcvs向け営業が，実際には，多くの重要な役割を担っていることを明

らかにした点にある。

第 1に， cvs向け営業は，小川(1995)が防波堤とよぶ役割を担って

いる。 cvsのマーチャンダイザーとメーカーの製品開発担当者との接触

は増加の傾向にあるが，メーカーの製品開発担当者としては， cvsとは

一定の距離をおいて付き合いたいとL、う声が多いと L、う。そのために，営

業は防波堤の役割をはたしている。営業が取引条件の交渉を引き受けるこ

とで，製品開発担当者は， cvsのマーチャンダイザーと，対等な立場で，

率直な意見交換が可能になると L、う。

第 2に， cvs向け営業は，小川(1995)が取引継続のインフラストラ

クチャーづくりとよぶ役割を担っている。この役割について小川(1995)

があげているのは，以下の 4点である。一つめは，新製品導入期における

cvsでの採否をめぐって重要な要素となる広告量についての，広告部門

との調整である。二つめは， r定番落ち」を防ぐことである。これは，新

製品が市場に受け入れられるまでの育成期間を確保すると L、う意味と，次

期新製品投入まで自社製品の売り場を確保しておくと L、う意味を持つ。三

つめは，売り手企業内部の調整である。工場との生産数量の調整，欠品防

止のための商品供給体制の確保といった活動が含まれる。四つめは， cv 
S個庖への働きかけである。個庖への働きかけは，フランチャイズ本部か

ら禁止されているが，実際には，クレームとして本部にあがるような話し

を本部にあがらないようにするために行われている。

既述のように，販売管理論においては，販売相互作用という用語は，顧

客の説得を意味する。一方，小川(1995)が明らかにしたcvs向け営業

における相互作用のあり方が，説得に留まらないことは明らかである。販

(5) 小川(1995)自身は，第3の点と第4の点をあわせて，長期的な取引継続のた

めの努力としている。
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売管理論が想定するように，販売相互作用を説得としてのみとらえるなら

ば， cvs向け営業に関して，小川(1995)が見出した多様な現実を見失

うこととなるであろう。

〈ハイテク営業(大津 1995)) 

大津(1995)は，営業支援のための情報技術導入の先進的な事例として，

松下電工の営業支援情報システムを研究した。松下電工は， 29の事業部か

らなる 7事業グループ6部門からなり，取扱製品もおよそ 20万品番と多

岐に渡る。当然，営業活動のあり方も多岐に渡るのであるが，おおむね，

一品完結型，即ち商品がそれ自体で完成しているものと，工事込み型，郎

ち工事をおこなってはじめて機能を発揮する工事材料とに，大別されると

いう。大津(1995)が研究したのは，この工事込み型製品の営業活動であ

る。その概略は，大津(1995)によって，図 1のような概念図に整理され

ている。

図1は，松下電工が構築した高度な営業支援システムを反映して，非常

に複雑なものとなっている。いま，仮にこの高度な営業支援システムが存

在しなかったとすれば，図中の複雑に錯綜する矢印は製品の流れをあらわ

す矢印に一致し，単純明快なものとなるはずである。この単純明快なもの

であったはずの営業システムが，図 1のような複雑なものとなったのは，

営業担当者にかかる情報処理負荷を軽減するためで、ある。工事込み型製品

の場合，高度で多岐に渡る情報を，顧客の求めに応じて即座に提供するこ

とが求められるので，営業担当者の情報処理負荷は非常に大きなものとな

る。松下電工の営業支援情報システムは，本来製品の流れと一致した単純

明快なものであったはずの情報の流れを，営業担当者の情報処理負荷を軽

減するために，営業担当者から外部化したものと考えることができる。

まず，図 1中の，ニューアローシステムを中心に錯綜する矢印は，顧客

からの問い合わせとそれに対する情報提供が，営業担当者から外部化され

(6) 次頁へ掲載。
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図 1 松下電工の提案営業システム概念図

松下電工

;サレ裂品の流れ ~~人的営業活動 ↓情報の流れ;

(6) 大津 (1995) 自身は，松下電工の営業支援情報システムを，営業担当者の情報

処理負荷を軽減するためのシステムであるとしている。営業担当者の情報提供活

動の外部化という考え方は，あくまで筆者が大津(1995)の研究を再解釈したも

のである。



販売管理論の新展開 69 

ていることを示している。ニューアローシステムは，商品情報，図面作成，

積算，顧客情報，オーダー処理，施工管理など， 34種類のサブシステムか

らなり，全国の代理屈に設置された5733台の端末を通じて，毎秒200件も

の膨大な情報がやりとりされている。

次に，図 1中の， A&I-SAT (アイサット)を中心に錯綜する矢印

は，新製品情報，研修情報等の提供が，営業担当者から外部化されている

ことを示している。 A&I-SATとは，衛生放送を利用した情報提供シ

ステムで，全国の支庖，代理屈などに1050の受信拠点、があり，休日を除く

毎日30分間， 1ヶ月に約20時間放映が行われている。放映内容は，新製品

紹介をはじめとする商品情報，各種キャンベーンや営業方針を伝える営業

情報，新入社員研修や各種資格取得のための研修情報など，多岐に渡って

いる。また，こうした情報提供は一方通行的に行われるのではなく，スタ

ジオと受信拠点をファックスで結び，質問ができるようになっている。

さらに，最終ユーザーに対する需要の掘り起こしとニーズの収集はシ

ョールームを通じて行われ，ピノレ，オフィス，道路照明等，非住宅分野に

おける情報提供は，より高度な技術知識が要求されるため， E C (エンジ

ニアリングセンター)を通じて行われる。これらも，本来営業担当者がお

こなっていた活動を外部化したものと考えられる。

さて，この事例(大津 1995)にみられるように，本来営業担当者がお

こなっていたはずの様々な活動が外部化されることによって，営業担当者

の業務は大きく変容する。本節で我々が問題にしている相互作用問題との

関連でいえば，販売管理論が想定している相互作用と，現実の営業活動に

おいて行われている相互作用との聞に歯踊が生じている。既述のように，

販売管理論で想定している相互作用は，説得である。ここでし寸説得とは，

取引対象となっている製品なレしサービスに対する顧客の態度を，情報伝

達によって，好意的なものに変容することである。ところが松下電工の事

例では，この情報伝達が営業担当者から外部化されている。営業担当者と

顧客との相互作用においては，販売管理論が想定するような相互作用が行
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われていない，あるいは行われているにしても，必ずしも中心的な活動で

はないといえよう。

松下電工の堂業担当者には，図 1に示したシステムへの参加の勧誘とシ

ステムの維持という役割が期待されるようになってくる。「チェーン組織

を作って，そういう組織と一緒になって，参加業者が今度はわれわれの営

業インフラ，コンピュータでありますとかあるいは衛星通信でありますと

か，ショウルームでありますとか，こういうものをご利用いただくと，こ

ういうことをやっています(松下電工今井清輔社長，大津 1995， p. 80) oJ 

眼売管理論が，売手買手相互作用を説得としてのみとらえる限り，営業活

動のこうした現実をとらえられないことは明らかであろう。

第s項 賑売管理論における相互作用問題と営業活動における相互作用

の幽臨

本節で取りあげた二つの事例から明らかなように，販売管理論が想定す

る相互作用と現実の営業活動における相互作用の聞には，少なからず掴離

が存在する。相互作用という用語は，本来多様な内容を持つ用語であるが，

販売管理論では，売り手による顧客の説得という意味で用いられることが

ほとんどである。しかし，大手食品メーカーのcvs向け営業活動(小川

1995)における売手買手相互作用においては，説得は必ずしも中心的な活

動ではなく，防波堤，取引継続のためのインフラストラクチャー作りとい

われる活動が行われていた。また松下電工の工事込み型製品の営業活動(大

津 1995)においても，説得は営業担当者から外部化され，システム化さ

れていて，営業担当者の中心的な活動ではなかった。売手買手相互作用に

おける営業担当者の中心的な活動は，このようなシステムへの顧客の勧誘

と，システムの維持であった。いずれの事例も，販売管理論が売手買手相

互作用を説得としてのみとらえる限り，とらえることのできない事例であ

った。
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第 3節間接管理 の多様性

第 1項販売管理論における間接管理問題

販売管理論における間接管理問題とは，販売員を，直接的な指揮，監督

によらず，間接的に管理する方法を明らかにすることである。この問題の

解決を求める実務上の要請が，販売管理論成立の契機となったこともあっ

て，この問題をめぐっては，多くの研究蓄積があり，とられてきたアプロー

チも，多様である。

ただ，販売管理論における間接管理問題のエッセンスは，販売員行動の

標準化にあると考えることができるであろう。教育，訓練などによって，

販売員が適切な販売行動をとれるようにすることが，この問題のエッセン

スである。販売管理論における最初のアプローチである販売話法標準化ア

プローチは，まさにこの販売員行動の標準化を目的とするアプローチであ

ったし，これに続く販売公式研究，最近の認知的アプローチも，同様であ

る。また，主に販売員の資質を研究した刺激一反応アプローチや，販売員

の動機付けの方法の解明を目指した初期モチベーション研究は，確かに，

販売員行動の標準化を直接の目的としたものではない。しかし有能な人

材を採用することやモチベーシヨンを高めることは，そうした要因が適切

な行動をとるための要件と考えられたからであった。この意味では，これ

らのアプローチも，間接的ながら販売員行動の標準化することを目的とし

たものであったと言えよう。

また，こうした販売員行動の標準化が，最終的に目指すのは，顕売成果

の向上であると L寸点も，全てのアプローチに共通している。優秀な販売

員の行動を移植することで，あるいはもともと有能な人を顕売員として採

(7) 間接管理問題に関しては細井(1995b)，また間接管理問題をめぐる具体的な研

究成果に関しては細井(1992a， b， 1994， 1995a) を参照。

(8) 次頁へ掲載。



72 第18巻第4号(経済学・経営学編)

用したり販売員のモチベーシヨンを高めたりして販売員自身の創意工夫に

よって適切な販売員行動を取らせることで，個々の販売員の販売成果を向

上させること。ここに，販売管理論における，間接管理問題の目的がある。

もちろん，個々の販売員の販売成果を向上させることは，販売組織全体の

販売成果の向上につながることが期待されている。

つまり，販売管理論における間接管理問題のエッセンスは，販売成果の

向上を目的として，販売員行動を標準化することであると考えられる。

第 2項堂業活動における間接管理

〈営業活動の外部化(大津 1995)) 

我々は，前節第2項で，松下電工の営業支援情報システムを相互作用問

題の観点から検討したが，この事例は，間接管理問題の観点からも重要で

ある。

既述のように，販売管理論における間接管理問題は，販売員行動の標準

化によって，販売成果の向上を目指すものであった。販売員行動の標準化

の方法としては，主に販売員に対する教育，訓諌が重視された。また，一

部のアプローチでは，競売員が自主的に創意工夫して最適な販売行動をと

ることを期待して，雇用管理，動機付けの問題を重視した。

大津(1995)が紹介した松下電工の事例では，情報処理機器を活用し，

販売員行動が，外部化され，システム化されることによって，標準化され

ることがあることを示している。前節第2項にみたようなシステムを用い

れば，松下電工の営業担当者が行う営業活動は，かなり標準化されるもの

と考えられる。

(8) ここで，販売成果とは，主に販売員一人一人の売り上げをさすが，個別の研究

によって異なっている。どのような成果変数をとるかによって，それに結び付く

行動も異なっているはずである。販売員行動の標準化と L、う場合でも，どのよう

な成果変数をとるかによって，標準となる行動が異なるはずである。この点に十

分な注意を払わねばならないのは当然であるが，本節の考察との関連でL、えば，

販売成果とL、う言葉が，販売管理論では販売員個人の成果をあらわすことがほと

んどであるということに注意すれば十分である。
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ただし，この事例は，販売員行動の標準化の方法を探るという点では従

来の間接管理問題の延長線上にあるといえる。むしろ，重要なのは，ここ

での標準化が，奴売員が行っていた業務の外部化という形で行われるとい

う点である。これまでの販売員行動の標準化が販売員にうまくやらせるこ

とによって達成されるものであったとすれば，この事例の場合の標準化は

販売員にやらせないことで達成されるのである。この点，同じ標準化とい

う用語であらわされるものであっても，その内容はまったく逆のものであ

る。こうした外部化が極限まで押し進められれば，間接管理問題そのもの

の消滅の可能性もあり得る。販売業務が脹売員から完全に外部化されれば，

販売業務に関して販売員を管理する必要もなくなるはずである。

例えば，積算支援のためのシステムがあったとしても，販売員がこれを

活用して積算を行い，販売員が積算結果を顧客に提示するならば，服売員

行動の標準化の問題である。どの販売員が積算をおこなっても，正確さや

迅速さの点で差がつかなくなると L、う問題である。この意味では，情報処

理機器の活用も，販売員行動の標準化の一つの方法にすぎないのであって，

間接管理問題の枠内の問題なのである。駿売管理論において，これまで機

械化や自動化の問題が，古くから取りあげられながら，必ずしも大きな注

目を集めなかったのは，この点にも原因があると考えられる。しかし，松

下電工の事例のように，顧客が自らニューアローシステムにアクセスして

積算を行う場合，松下電工の営業担当者はこの積算に関与していないので

あって，これは，もはや，販売員行動の標準化というより，外部化である。

もちろん，販売業務の完全な販売員からの外部化は，論理的には可能で

も，今のところ空想にすぎない。しかし，最近の情報処理機器の発達は，

これを着実に現実化しつつある。大津(1995)が紹介した松下電工の事例

は，このことを示す意味で，興味深い。もはやわれわれは，販売業務の自

動化を空想のこととして無視することはできないところに来ているのであ

る。販売管理論は，この問題に本格的に取り組むべき時期に来ているとい

える。
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〈バトンタッチ型営業(竹村 1995) > 

服売管理論は，販売員行動の標準化による，個々の販売員の販売成果の

向上を目的としてきた。もちろん，このことの最終的な目的は，腹売組織

全体の腹売成果の向上にある。腹売管理論では，販売組織全体の販売成果

向上の基礎として，服売員一人一人の販売成果を向上させることを研究し

てきたのである。

これに対して，竹村ら(石井・竹村・沼上1993;竹村1995)が紹介した

タカラベルモントの事例は，組織体制作りによって，個々の販売員の販売

成果を問題にすることなく，直接に，販売組織の服売成果の向上を達成し

うるということを示している点で，興味深い事例である。

タカラベルモントの営業体制は，竹村(1995)によって図2のように要

約されている。特に，図2の右半分の部分が，タカラベルモントの独特の

営業体制をあらわしている部分である。図2にあるように，タカラベルモ

ントの蛍業プロセスは， 5つのプロセスにわけてとらえられる。もちろん，

営業活動を何段階かのプロセスに分割し，進捗状況の管理などにL、かそう

とすること自体は，さほど新奇なことではなし、。興味深いのは，それぞれ

のプロセスに別の営業担当者をあて，パトンタッチ式に，営業活動が行わ

れるということである。

図2の第1段階においては，イニシヤル・コンタクトをして，営業物件

として取りあげるかどうかの判断が行われる。第2段階から第4段階まで

は，第 1段階で需要が顕在化し，営業物件として取りあげられることが決

定された物件について，具体的な提案内容，取引条件等を明確にしていく
(10) 

段階である。第5段階は，製品を納入し，実際に稼動をはじめるまでの，

アフターフォローの段階である。

このようなプロセスのうち，第 1段階は，最も重要，かつ困難であるの

(9) 図中， PMはプロダクト・マネジャー， MMはマーケット・マネジャー(営業

担当者のマネジャー)， MCはマーケティング・コミュニケーションの略である。

(10) この第2段階から第4段階までの区別は，実際の営業活動においては，必ずし

も明確なものではなく，同時進行的に行われることもある(竹村私信)。
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で，第 1段階には，主管(図 2中PM) と呼ばれる経験豊富な営業担当者

があたる。主管は，この段階で，単品でビジネスをするのか，かなり大が

かりなシステムを提案するのかと L、う判断，顧客の技術的，資金的な提案

受容の可能性等を判断する。営業物件として取りあげることを決定したも

のが最終的に受注に結び付く率が，主管の評価基準となる。

第 2段階以降は，必ずしも全ての段階を異なる営業担当者が担当すると

は限らない。ただし，第 1段階を担当する主管以外の営業担当者が担当す

る場合がほとんどである。したがって，タカラベルモントの営業活動は，

複数の営業担当者によって，パトンタッチ式に進められるということにな

る。

(11) ここで，複数の営業担当者というのが具体的に何人の営業担当者をさすのかは，

ケース・パイ・ケースである。重要なのは，このバトンタッチ型の営業が，営業

活動の生産性の向上を目的に行われるものであるとL、う点である。何人の営業担

(次頁へ続く)
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このタカラベルモントのパトンタッチ式営業は，石井ら(1993)によっ

て初めて紹介されて以来，これまでの個人型営業に対する組織型営業の代

表的事例として，あるいは営業プロセス管理の代表的事例として，取りあ

げられることの多い事例である。しかし，間接管理問題との関連で言えば，

組織型営業やプロセス管理という問題自体は，必ずしも新奇な問題ではな

L 、。

まず，組織型営業に関しては，販売管理論においても，販売員個人の情

報処理能力や権限の限界を指摘し，これを補うものとして組織型販売の重

要性を指摘する研究が散見される (e.g. Dunn et a1. 1981; Cespedes et 

a1. 1989; Moon et a1. 1994)。しかし，これらの研究が，販売管理論に

おし、て大きく取りあげられることはまれである。それは，これらの研究が

組織型と称して紹介している事例が，実際には，従来の間接管理問題の枠

内にあるからである。つまり，ここで組織と呼ばれるものは販売員の能力

不足を補うものであって，問題になっているのは従来と同じく販売員の能

力なのである。脹売員の能力不足を補うと L寸意味では，販売組織も，販

売員の支援ツール一般と大きな相違はない。それは，結局，販売員の能力

を高めるなり補うなりして，販売員行動を標準化しようとするもので，こ

れまでの間接管理問題の枠組みを出るものではなし、。しかし，タカラベル

モントの事例では，主管のような能力の高いものには困難な仕事を，そう

でないものには容易な仕事を振り分けることによって，版売員行動の標準

化という問題をパイパスして，販売組織の販売成果を高めうることを示し

ている。一口に組織型と言っても，従来の組織型販売とは異なる新しい問

題を提起しているのである。間接管理問題との関連で言えば，この点が，

者がバトンをリレーするかの判断も，生産性の観点から，様々な要因を考慮、して

決められる。(竹村私信)

(1司 もちろん，単なる道具と人間とは様々な意味で異なっているのであるが，この

問題は必ずしも明確に考慮されていなL、。こうした点を含めて，販売組織とはな

にかという点を再整理し，組織型販売行動を分析する枠組みを整理していこうと

いう端緒的な試みも見られる (e.g. Moon et a1. 1994)。
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この事例の真に興味深い点なのである。

また，プロセス管理という点、も，それ自体は，必ずしも新奇なものでは

ない。 E反売活動をプロセスにわけで管理しようとする発想は，購買過程ア

プローチ以来の長い伝統を持つテーマである。例えば，購買過程アプロー

チは，販売員が行なうべき行動は顧客の購買過程によって異なるという発

想から，購買過程ごとに販売話法を標準化しようと考えられた (e.g. 

Sheldon 1911; Strong 1925 a， b; Webster 1968)。また，最近の認

知的アプローチにおいても，販売員がとるべき行動は状況によって異なる

とされ，状況ごとに販売員行動が研究されるが，ここで状況としてとりあ

げられるのも，広い意味では購買プロセスである (e.g. Leigh and 

McGraw 1989; Leong et al. 1989; Anglin 1990)。ただ， ここで注意

しなければならないのは，販売管理論の場合は，管理の主眼は販売員行動

の標準化におかれているという点である。一方，タカラベルモントの場合

は，同じプロセス管理といっても，販売員行動の標準化を目指したもので

はない。むしろ，パトンタッチ式に営業活動が分担されるので，一人の営

業担当者が全てのプロセスを担当することがないと L、う意味では，販売員

の学習が阻害され，標準化にとっては不都合な側面もある。もちろん，営

業担当者を特定の購買過程における営業活動のスペシャリストとすること

は可能かもしれないが，十全な学習は，自分の担当するプロセスと他のプ

ロセスとの関連がわかってこそ可能になるものと考えられる。タカラベノレ

モントの場合は，プロセス管理といっても，服売員行動のよりよい標準化

を目指したものではなく，むしろ仕事配分の管理システムとしての側面が

強い。優秀な人材をあでなければならないような困難な課業は何か，必ず

しも優秀な人材をあてなくてもよいような容易な課業は何かということ

を，購買過程を基準に分類し，人材の配置を考えていく点に特徴がある。

販売員行動の標準化と L、ぅ問題はバイパスして，販売組織全体の成果を高

めうることを示している事例であるといえる。

要約すれば，タカラベルモントの事例は，間接管理問題との関連では，
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間接管理問題のエッセンスである販売員行動の標準化をおこなわずに，か

かる標準化が達成しようとするところの目的，すなわち販売組織全体の販

売成果の向上を達成しうるという点で興味深いのである。

第3項販売管理論における間接管理問題と営業活動における間接管理

の魁館

本節で取りあげたこつの事例から明らかなように，販売管理論における

間接管理問題と，現実に営業活動において行われている間接管理の聞には，

少なからず掴輔が存在した。販売管理論においては，間接管理というとき，

販売員行動の標準化を意味する。この販売員行動の標準化は，販売員個人

の服売成果を向上させ，ひいては販売組織全体の販売成果を向上させるた

めに行われる。

しかし，本節で紹介したこつの事例では，販売組織全体の販売成果の向

上のためには，必ずしも販売員行動を標準化しなくてもよいということを

示している。松下電工の事例(大津 1995)では，営業担当者のおこなう

業務を，営業担当者から外部化し，システム化することによって，販売組

織全体の成果の向上がはかられていた。また，タカラベルモントの事例(竹

村 1995)では，営業担当者の行動の標準化をすることなく，困難な仕事

は主管と呼ばれる優秀な営業担当者に，容易な仕事はそれ以外の営業担当

者に振り分ける組織体制を作ることによって，販売組織全体の販売成果の

向上がはかられていた。いずれの事例も，販売員行動の標準化と L、ぅ販売

管理論が想定する方法を取らずに，販売組織全体の販売成果の向上がはか

られていた。

したがって，販売管理論が間接管理の方法として，販売員行動の標準化

のみを考える限り，営業活動における間接管理の実態をとらえられないで

あろうことは，明らかである。
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第4節相互作用問題と間接管理問題との関係

われわれは，これまで，相互作用問題と間接管理問題のそれぞれについ

て，営業活動の現実は販売管理論が想定する以上に多様であること，販売

管理論ではこれらの問題の考え方が硬直的で，営業活動の多様な現実をと

らえようとする際の妨げになっていることを確認した。

しかし，われわれは，これらの考察をもって，販売管理論の営業研究へ

の適用を妨げる問題の全てを考察し尽くしたわけではない。相互作用問題

と間接管理問題とは，密接に関連する問題である。この関連のしかたに関

しても，これまでの考察と同様に，服売管理論において，硬直的な考え方

があるとすれば，現実の営業活動をとらえる上での妨げになるであろうこ

とが，当然，予想される。本節では，こうした問題を考察することとする。

第 1項 販売管理論における間接管理問題と相互作用問題の関係

販売管理論における間接管理問題と相互作用問題の関係は，基本的には，

相互作用問題の解明を基礎として，間接管理問題の解明が図られる。つま

り，管理客体としての販売相互作用の性賀の理解に基づいて，あるべき管

理のあり方を考えていこうという考え方である。

服売管理論のフレームワークは，図 3のように示される (Weitz，Su-

jan， and Sujan 1986)。図3は，販売管理論において，最近主流になって

いる認知的アプローチのフレームワークであるo 認知的アプローチにおい

ては，適応型服売の実威主呼ばれる販売員行動が販売成果に結び付くこと

が想定されている。これが，認知的アプローチにおける相互作用問題の理

解である。こうした理解に基づき，全てのセールスマネジメント変数は，
(14) 

適応型競売の実践を促進するように設定される。

もちろん，ここで紹介したのは研究領域全体のフレームワークであって，

同は次頁掲載。
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個々の研究は，個別の問題の解決に専念している。しかし，ここで重要な

ことは，個々の研究が，最終的には，図 3に示される体系の一部となるこ

とを想定しているということである。管理客体である相互作用の性質の理

解に基づいて，あるべき管理のあり方を考えるという考え方が，販売管理

論の二つの基本問題の関係に関する基本的な考え方であると言える。

第2項 営業活動における間接管理問題と相互作用問題の関係

前項で，我々は，販売管理論における間接管理問題と相互作用問題の関

係を確認した。販売管理論においては，管理客体である相互作用の性質の

(13) この適応型販売 (AdaptiveSel1ing) とL、う概念が認知的アプローチの中核概

念である。適応型販売の実践は「顧客との相互作用中に，あるいは相互作用問で，

販売状況について知覚された情報に基づいて，販売行動を変更すること」と定義

される (Weitz，Sujan， and S吋叩 1986)。また，適応型販売の実践度の尺度とし

てADAPTSがある (Spiroand Weitz 1990)。

(14) Weitz， S吋担， and Sujan (1986)が図3のようなフレームワークを示す以前に

は， Wa1ker， Churchill， and Ford (1977)が示したフレームワークが存在したo

Wa1kar et al. (1977)のフレームワークの場合，販売成果の規定悶とされたのは，

販売員のモチベーシヨン，能力，役割受容の 3つであった。このフレームワーク

は，モチベーシヨンとL、う変数を販売管理論に導入した点と，個別研究をモチベー

ションという観点から体系化した点において意義深いものである。しかし，主に

モチベーシヨンの量的な側面に注目する点が，モチベーシヨンはそれが向けられ

る方向こそが重要であるとする認知的アプローチの批判を受け，現在では認知的

アプローチが主流となっている。しかし， Wa1ker， Churchill， and Ford (1977) 

のフレームワークでも，やはり，何が販売成果を規定するのかということの理解

に基づいて，すべての管理変数が考えられるという点で， Weitz， Sujan， and Su-

jan (1986)と共通している。また， Wa1ker et a1. (1977)のフレームワーク以前

には，研究領域全体を体系化するようなフレームワークは存在せず，本文で述べ

たような相互作用問題の理解に基づく間接管理問題の理解という考え方が研究者

の共通認識として存在したとは断言しがたし、。ただ，販売管理論の成立自体，管

理客体としての人的販売研究の成立を前提とするということに関しては，研究者

間でほぼ意見の合意がみられる(例えば，橋本 1983)。また，今日の販売管理

論においては， Weitz， Sujan，叩dSujan (1986)が示したフレームワークに基づ

いて本文て、述べたような考え方が研究者の共通認識として存在することは間違い

ない。本文で， Weitz， Sujan， and Sujan (1986)が示したフレームワークを中心

に議論を展開しているのは，このような理由からである。
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図3 適応型販売フレームワーク

セールス・

マネジjント童数 l 販売員特性 : 版売買行動

Weitz， Suj回， andS吋加(1986)を翻訳して引用。

理解に基づき，あるべき管理のあり方を考える，と L、う考え方が一般的で

あった。しかし，最近の研究によって，現実の営業活動における管理のあ

り方は，必ずしも管理客体である相互作用の性質のみによって規定される

ものではない，ということが，明らかになりつつある。

〈営業の戦略と組織(高嶋 1995)) 

高嶋(1995)は，営業組織を個人型営業様式と組織型営業様式の二つに

分類する。そして，多くの企業は個人型営業様式をとっているが，個人型

営業様式を見直さなければならない問題に直面していると L、う。

高嶋(1995)によれば個人型営業様式は，特定の顧客に関するほとんど
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の営業活動が特定の営業担当者に任されている体制であり，それゆえ意思

決定の迅速性というメリットが得られる。しかし，個人型営業様式には，

過剰な顧客志向，現場主義と呼ばれるデメリットも存在する。意思決定の

迅速性というメリットが重要でない，あるいは期待されないような状況で

は，これらのデメリットが表面化する。高嶋(1995)は，近年，このよう

なメリットとデメリットのパランスが崩れ，デメリットが表面化している

ことから，組識型営業様式への転換の必要性を説く。

もちろん，高嶋(1995)が組織型営業様式の重要性を主張したこと自体

は，さほど新奇なことではなし、。また，高嶋(1995)が，個人型営業様式

見直しの契機としてあげている例も，決して新奇なものではない。高嶋

(1995)がそうした契機としてあげているのは，大手小売業へのPOSシ

ステムを中心としたメーカーの全社的適応，物流合理化，顧客データベー

スの構築，営業現場情報の戦略的活用などである。現実に組織型販売様式

が取られている事例を示し，その原因をこれらの要因に求める文献はこれ

までにもいくつか存在する。これらの要因は，販売員個人の能力や権限の

限界を露呈し，なんらかの組織的な販売様式をとるべきであるとされてい

る (e.g. Dunn et al. 1981; Cespedes et a1. 1989; Moon et a1. 1994)。

こうした組織型販売の研究が，販売管理論においては，かならずしも大

きく取りあげられることがないのは，既存の販売管理論の枠組みに修整を

迫るような問題とは思われなL、からであろう。 J1 T Oust in Time)や

N AM  (Nationa1 Account Management)における組織型販売は，そうし

た特殊な相互作用において発生する問題であり，通常の相互作用が全てこ

れに変わってしまうわけではない。また，こうした相互作用において販売

員個人の権限や能力を越える問題が発生するとしても，販売員の権限や能

力を高めればよいのであって，それは販売管理論が通常想定する方法によ

(15) 高嶋(1995)は，営業活動がどの程度まで組織的に相互協力のもとでなされる

かと L、う尺度を想定し，相互協力の少ない営業様式を個人型営業様式と定義し

(p. 263)，相互協力の多い営業様式を組織型営業様式と定義している (p.279)。
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っても可能なはずである。個人型販売様式のままでも，教育，訓練によっ

ても対応が可能なはずであり，組織型販売様式に移行しなければならない

とまではいえない。高嶋(1995)が個人型営業様式の特徴としてあげてい

るのも，モチベーションの量的な側面のみを重視した営業様式で‘あって，

その弊害を克服するためには，モチベーションの有方向的な側面を重視す

る認知的アプローチの導入が考えられる。販売相互作用の遂行を販売員に

任せきりにするのではなく，教育，訓練によって，駿売員行動を標準化す

ることも，選択肢のーっとしてあり得るはずである。

むしろ，高嶋(1995)の研究の意義は，販売相互作用の性質の変化や，

それに伴う販売員の負荷の変化だけでは，なぜ特定の営業様式が取られる

かが説明できないということを示唆している点にある。叙上のように，相

互作用の性質の変化や，それに伴う販売員の負荷の変化に対しては，組織

型営業様式に移行することによっても，個人型営業様式のまま管理のあり

方のみを変えることによっても，対応しうるのである。

そして，高嶋(1995) によれば，現実に，どのような営業様式をとるか

を最終的に決定するのは，戦略的な判断なのである。つまり，相互作用問

題の理解を基礎として，あるべき管理のあり方を考えるという，腹売管理

論の基本的な考え方自体が単純にすぎるのである。現実の営業管理様式は，

相互作用の性質だけでなく，戦略的な意思決定によっても規定されるので

ある。従来の販売管理論では考慮の枠外におかれていた戦略と L、う要因の

重要性を明らかにした点に，高嶋(1995) の研究の真の意義があると言
06.17) 

える。

(1時 高嶋(1995)自身は，個人型営業様式から組織型営業様式への転換の必要性は，

あくまで環境条件(本稿でいう相互作用に相当する)の変化によって，発生する

と考えている。ただし，こうした環境変化は，すべての顧客との関係ですべての

製品で同じように意識されるものではない。したがって，組織型営業様式への転

換の必要性も，すべての顧客との関係ですべての製品で同じように生じるもので

はない。このような状況では，組織型営業様式に転換しようとすると，転換の必

要性を認識しない営業担当者や管理者からの反発が生じる。この意見の対立は，

(次頁へ続く)
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第3項 販売管理論と営業活動との間接管理と相互作用の関係に関する

掴臨

販売管理論においては，管理客体たる相互作用の性質の理解に基づいて，

あるべき間接管理の様式を考えるというのが，基本的な考え方である。し

かし，現実の営業活動において，管理様式は，管理客体たる相互作用性質

の理解のみによって規定されるものではなく，管理主体の意図によっても

規定されるのである。高嶋(1995) によれば，現実の営業活動において，

どのような営業様式が取られるかを最終的に決定するのは，戦略的な判断

である。ここに販売管理論と現実の営業活動とのひとつの魁踊が存在する。

結局，メインとなる顧客や製品分野の選択とLヴ戦略的な意思決定でしか解決で

きなL、。以上が高嶋(1995)の主張である (pp.284-287)。

本文でも述べたように，この主張のうち，環境条件によって組織型営業様式へ

の転換の必要性が生じるとL、う部分は，認めがたL、。もちろん，現実問題として，

組織型営業様式への転換によって環境条件の変化に対応している例があることは

事実である。また，個人型営業様式をとって，標準化による管理にこだわるのは，

必ずしも得策とは恩われなL、。しかし，個人型営業様式であっても，少なくとも

論理的には，教育，訓練等の方法で対応が可能なはずである以上，組織型営業様

式に転換しなければならないという必然性がなし、。

本文で，戦略とL、う要因の重要性を明らかにした点のみを，高嶋(1995)の研

究の意義としたのは，このような理由からである。

(17) もちろん，販売管理論においても，戦略の問題がとりあげられてこなかったわ

けではなし、。戦略が販売員行動に与える影響を明らかにし，戦略の問題を販売管

理論に取り込もうとする動きもある (Siguawet a1.1994)。

しかし，販売管理論を販売部門の管理論とする性格規定ゆえに当然のことでは

あるが，戦略の問題は，所与の問題として，販売管理論では論じえない問題とし

て扱われることがほとんどである。与えられた戦略の枠内で，相互作用の理解に

基づいて，最適な管理のあり方を考えていくのが，販売管理論の基本的な研究姿

勢であるといえよう。

なお，言うまでもないことではあるが，認知的アプローチにおいて， strategy 

とL、う用語は，販売員個人の方針をさす用語であって，方略と訳されるべきもの

である。このことは，認知的アプローチ以外でもほぼ同様であって， strategyが

全社的な戦略の意味で用いられることは，販売管理論においてはむしろまれであ

る。
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販売管理論と現実の営業活動との間のこうした翻蹄も，販売管理論の研

究成果を営業研究に適用する際の妨げになっている可能性がある。

第5節 むすびにかえてー販売管理論の進むべき方向一

これまでの議論で，われわれは，販売管理論と営業活動との異同を検討

してきた。まず，相互作用問題に関しては，販売管理論において相互作用

とL、う場合，商談における説得という意味でのみ用いられることがほとん

どであるが，現実の営業活動における相互作用は，説得と L、う言葉ではと

らえきれない多様なものであった。間接管理問題に関しては，販売管理論

における間接管理と L、う用語が販売員行動の標準化をさす場合がほとんど

であるのに対して，現実の営業活動においては，販売員行動の標準化をお

こなわずに販売員行動を管理する方法が取られることがあった。また，相

互作用問題と間接管理問題の関係についても，販売管理論においては相互

作用の性質の理解に基づいてあるべき管理方法を考えるという考え方が一

般的であるのに対して，現実の営業活動における管理方法は必ずしも相互

作用の性質のみによって規定されるものではなく，管理主体の意図たる戦

略的意思決定によって規定されることもあった。販売管理論と営業活動と

のこうした相違が，販売管理論の研究成果を営業研究に適用することを妨

げているだろうことは，想像に難くない。

ただし，注意すべき点は，われわれが販売管理論と営業活動の異同を確

認したのは，販売管理論の研究成果を否定するためではないということで

ある。営業活動の現実と販売管理論の性格とを十分に理解し，販売管理論

の研究成果を，適用すべきところに適用することこそが重要なのである。

営業活動のすべてを販売管理論によって理解できるとする錯覚に陥った

り，逆に営業活動のすべてを説明できなし、からといって脹売管理論を否定

するといった誤謬に陥ることは，厳にし、ましめるべきである。

例えば，販売管理論が，売手買手の相互作用を，商談における顧客の説
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得に限定していることが，営業活動において現実に行われている相互作用

の多様性を見失わせる結果になったことは事実であろう。しかし，このこ

とは営業活動において説得に該当する活動が存在しないということを意味

するものではない。現実の営業活動の中に説得に該当する活動があるなら

ば，これを研究する際には，むしろ販売管理論の研究成果を積極的に適用

すべきであろう。

もちろん，本稿において，われわれが販売管理論と営業活動の異同を確

認したのは，販売管理論を営業研究に馴染まないとする批判から救済する

ためでもない。あくまで営業研究に資することに目的がある。販売管理論

の研究成果を適用可能な分野へ適用すべきことを主張するのは，営業研究

の一部として，その分野の研究が進展することを願ってのことである。販売

管理論の研究成果が適用可能なのは，あくまで営業活動の一部にすぎない。

われわれにとってまず必要なのは，営業と呼ばれる活動が伺であるのか

を考えることであろう。この問題に関して，現時点で明らかなのは，競売

活動が営業活動の一部であるということ，これだけである。
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